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１ ．はじめに
　本稿の目的は，公会計研究の観点から証拠に基づく政策立案 (evidence 
based policy making: EBPM) の課題と新たな可能性について論考するこ
とである。EBPMとは，政策オプションのなかから政策を探索・選択・
決定するさいにもっとも有用なエビデンスを明確に活用することである
(OECD 2007)。一般に，EBPMのエビデンス (evidence) とは因果推論を
意味している。政策実施によって事前と事後で政策目標である指標の数値
がどのように変化したのか，当該指標の変化分に代表されるインパクトを
エビデンスとして評価し，もっともインパクトの大きな政策を選択するこ
とがEBPMでは期待されている。わが国や諸外国における政府の財政危
機が深刻化するなかで，コストに対して最大の成果を生む，効率的な政策
選択が必要である。EBPMは，米国や英国をはじめ，世界各国で政策立
案において重視される傾向にあるといってよい1。
　一方，わが国の実務家はエビデンスの重要性について認識しているものの，
EBPMを実際に使うことには難しさや躊躇いを感じているようである (森
1　英国ではEBPMを推進する中心的な組織としてWhat Works Centre (WWC) が設立
され，エビデンスの創出 (generation)，伝達 (transmission)，適用 (adoption)が進んで
いる。一方，米国でも予算要求においてエビデンスが要件化されており，オバマ政権時
代にEBP (evidence based policy) 政策委員会法が2016年に可決されている (独立行政
法人経済産業研究所 2017)。EBPMは必ずしも効率性だけを重視するわけではないが，
ある政策が効率的であるか否かは政策形成の重要な側面の 1 つである。また，わが国で
はエビデンスの創出の議論が多いが，伝達や適用などでも工夫が必要であろう。
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川 2016)。EBPMはエビデンスを抽出するだけでは実行につながることは
ない。むしろ，EBPMの政策立案のプロセスを検討することが重要であり，
政策立案をとりまく多様な視座からEBPMをとらえなおすことが肝要である。
　本稿は，政策立案が予算要求や行政評価，前年度予算額，サービスコス
ト情報と関連していることが公会計研究では想定されていることに着目す
る (松尾 2009; Kuroki et al. 2018)2。EBPMが実行上の課題を要するのは，
予算編成から行政評価のPDCAサイクルとインパクト評価とのあいだで
接続がないことに起因すると考えられる。公会計情報はPDCAサイクル
のなかで用いられるだけでなく，コスト効率性を向上させることや，国民・
議会に対する政策における説明責任の向上に寄与するというEBPMと共
通の目的を有している。本稿は，公会計研究の視座からEBPMをとらえ
なおすことによって，EBPMに対する課題を析出し，新たな可能性を示
すことをめざす。また，EBPMの遡及をふまえた公会計情報の今後のあ
り方についても考察する3。
　本稿の構成は次のとおりである。第 2 節ではEBPMとは何かについて，
エビデンス，実効性，測定可能性の 3 つをキーワードとして述べる。第 3
節では公会計の基本目的について説明し，第 4 節では公会計の観点から
EBPMの課題と新たな可能性について考察する。第 5 節では結論と残さ
れた課題について述べる。
2　本稿は公会計研究について国や地方公共団体などの公共セクターを対象とした会計
研究としてとらえている。政策と関連する公共サービスの提供主体は国や地方公共団体
から他の組織に拡張している (Broadbent and Guthrie 2008)。したがって， EBPMが検
討される組織も今後拡張していくかもしれない。
3　制度会計に焦点を当てることで，会計研究もEBPMとしてとらえることができるか
もしれない。しかし，制度会計の論点は非常に多岐にわたるため，本稿ではあくまで公
会計情報とEBPMについて論じることにとどめている。制度会計に対する実験的アプロー
チは田口 (2015) や廣瀬 (2015) に詳しい。
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２ ．EBPMとは何か
２．１　EBPMと効率的な資源配分
　EBPMは証拠に基づく医療 (evidence based medicine: EBM) の文脈と
関係している。高度な知識と基礎研究による成果を臨床としての実践に収
束させなければならない医学領域では，1990年代からEBMが展開されて
きた4。EBMにおけるエビデンスとは，ある診療行為とインパクトのあい
だの因果推論のことである。診療行為と政策立案という差はあるものの，
因果推論がエビデンスを示している点はEBPMとEBMで同じである。
図表 1  EBMにおけるエビデンス・レベル
1 a ランダム化比較実験のメタ・アナリシス
1 b 少なくともひとつのランダム化比較実験
2 a ランダム化を伴わない同時コントロールのコホート研究（前向き研究）
2 b ランダム化を伴わない過去のコントロールを伴うコホート研究
3 a ケース・コントロール研究
3 b 処置前後の比較などの前後比較，対照群を伴わない研究
4  ケースシリーズ
5  専門家個人の意見
(出所 )  Oxford Centre for Evidence-based Medicine (CEBM) におけるLevels of 
Evidenceを部分的に修正して筆者作成。
　医学分野では，診療行為の選択による患者への影響が甚大であることか
ら，EBMではエビデンス・レベルを設定し，もっともエビデンス・レベ
ルの高いエビデンスにもとづいて診療の選択がおこなわれてきた。図表 1
は 6 段階のエビデンス・レベルを示している。ここではひとつ以上のラン
ダム化比較実験 (randomized controlled trial: RCT)，あるいはRCTのメタ・
4　EBMはGuyatt et al. (1992) が論文としては初出である。
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アナリシスによって得られたエビデンスが最上位とされる。その下にはラ
ンダム化をおこなわないコホート研究が位置する。一方，ケース・コント
ロール研究や対象群を伴わない研究のエビデンス・レベルは低く，ケース
シリーズや専門家個人の意見はもっとも低いレベルのエビデンスとされる。
　EBPMはEBMの文脈のなかで発展している。しかし，EBPMは，より
優れたエビデンスを持つ診療を選択するEBMと目的が異なる。EBPMの
目的は，政策を探索・選択・決定するさいにもっとも有用なエビデンスを
明確に活用することによって，効率的な資源配分に寄与することである。
　公共セクターにおける政策立案は予算要求から決定までの予算編成を想
定することが代表的であろう。歳出予算は前年度踏襲あるいは前年度から
一定率で増分する傾向があり (黒川 2013)，下方硬直的な特徴を有するた
め (Lee and Plummer 2007)，肥大化していく可能性がある。そして，少
なからず政策立案は予算編成と組み合わせて考えることが必要である。公
会計研究の観点からEBPMは，エビデンスによる効率的な政策の選択に
資するという，予算の増分抑制のためのひとつの手段であるともとらえる
ことができる。
　ここで重要であることは，EBPMは目標達成に向けた方針を示す政策 
(policy) にあくまで焦点があり，施策 (program) や事業 (project) レベル
の選択のみに限定されるものではないことである5。行政改革のなかでおこ
なわれてきた行政評価では，施策や事業レベルの評価を主に対象にしてい
るが，EBPMの検討対象はそれらを支える方針としての政策レベルなの
である。加えて，行政評価などによる継続的な政策というよりむしろ，新
規の政策について政策立案の場面を重視していると考えられる。しかし，
目標達成に向けた方針という政策を立案し，選択するという場面は必ずし
も多くなく，施策や事業においてEBPMを検討することが現実的である6。
5　政策・施策・事業の相違については山谷 (1997) に詳しい。
6　EBPMではエビデンスによる政策選択が仮定されているが，実際は参考とする程度
であることが多いという限界もある。
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２．２　EBPMの実効性と測定可能性
　医学分野において医者の勘と経験に基づく医療から脱却をはかるEBM
が発展した一方，EBPMは社会科学であることの特有の難しさを内包して
いる (Stoker and Evans 2016)。医学は臨床につなげるために知識を収束
させる傾向にあるが，社会科学は知識を多様化させる傾向にあり，多様な
専門家の意見に対する統合は容易ではない (Kuroki et al. 2016; Massaro 
et al.2016; Petticrew and Roberts 2008; Tranfield et al. 2003)。加えて，
政策目標や効果について定量化できないことがある。EBPMで代表的な事
例は開発経済や教育，健康，産業政策，労働政策，税制改革などのRCT
が比較的容易に実施でき，政策効果を測定可能な分野に多くみられる7。こ
のように，EBPMを考察するにあたっては，エビデンスを得るための実
効性と測定可能性の 2 つを考慮しなければならない。
　第 1 に，EBPMの実効性は高いエビデンス・レベルのエビデンスを得
ることが可能なRCTの限界と一致している。RCTは介入の効果について
実験群と統制群をランダムに分け，介入前後の変化分を観察することで，
実験群と統制群との差を検定する。このような手続きを踏むことによって
諸要因を統制することができ，バイアスを回避することが可能である。一方， 
RCTを実施するためにはきわめて小さな実験対象に限られてしまうことや，
膨大なコストが必要であること，さらに倫理的にランダムな介入が難しい
場合が多いという限界がある8。
　森川 (2016) によると，わが国ではEBPMは政策実務者や政策立案にか
かわる研究者のあいだでは必要であることが認識されているものの，現実
7　特に労働市場におけるEBPMの実績はHamermech and Nottmeyer (2017) に詳しく
収録されている。
8　また，RCTを含めたエビデンスを得るための方法について，過去に効果があったと
いう事実から将来の政策効果を予測できるのかというルーカス批判 (Lucas critique) に
関する問題がある (Lucas 1976)。政策を変更すると家計や企業などの経済主体の意思決
定が変化するため，過去データからの推定されたパラメータに変化が生じる。このこと
から，将来の予測には限界があるという見方である。政策変更によるパラメータの変
化の大きさを合理的に予測することが望ましいが，それは困難であることが多い (山名 
2017)。
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のEBPMはおこなわれていないという認識が多数を占めている。この背
景には政策がエビデンスと関係なく政治的に決まることなどがあげられて
いるが，政策実務者と研究者とのあいだでEBPMの実行の程度に関する
認識が異なることにも注目すべきである。エビデンスを得ることが本当
にできるのか，政策立案のエビデンスの生成に適切な方法を用いるのか，
EBPMに対する現在の実効性は研究者のほうが悲観的である9。
　エビデンスは頑健であればあるほど望ましいが，EBPMはあくまで有
用なエビデンスに基づく政策の選択プロセスであり，信頼性について完全
であるエビデンスのみが必要であるというわけではない。この点では政治
家や官僚，政策にかかわる研究者の勘と経験に基づく状況に比較して，
限定的なRCTやエビデンス・レベルの低い後ろ向きコホート研究，DID 
(difference-in-differences) 分析，さらには相関を示す結果であっても，エ
ビデンスが優れているのであれば予測における限界を認識したうえで活用
することは有益である。完全でないエビデンスであったとしても，事前の
仮定と予測誤差を念頭においたうえで活用することが期待できるのである。
　第 2 に，EBPMの測定可能性はインパクト評価を何で測定するのか，
また測定することは可能であるのかについての課題である。インパクト評
価はEBPMが政策の選択である以上は定量的な政策目標を立てることが
できるのかにかかっている。すなわち，定量的な政策目標に対してどのよ
うな政策が有用であるのかを，エビデンスにもとづいて競い合うことが必
要であるが，政策目標が漠然としている場合はエビデンスにもとづいた政
策の選択は難しいであろう。他方，施策や事業は政策目標の達成につなが
るように設計していくことが必要である。
9　具体的には，政策実務者に比して研究者はEBPMの実行に対しておこなわれていな
いという回答が有意に高く，その要因として，統計データの解析や研究を理解するスキ
ルが不足していることがあげられている。この背景には，研究者のほうが因果推論を示
すエビデンスについて高いレベルを要求しているのかもしれない。
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３ ．公会計制度改革とサービスコスト情報
３．１　公会計制度改革と行政コスト計算書の作成
　本節では公会計制度改革について論点を整理する。わが国では諸外国の
動向をふまえて2003年に財政制度等審議会が「公会計に関する基本的な考
え方」を公表し，中央政府において財務書類が作成されることとなった。
現金主義による予算決算制度では，ストックとしての国の資産・負債に関
する情報が不十分であり，中央政府の保有資産の状況や将来にわたる国民
負担などの国の財政状況が分かりにくいことが指摘されていた10。加えて，
フローの財務情報とストックの財務情報の連動がなく，予算執行の状況が
分かるのみで，当該年度に費用認識すべき行政コストが測定されておらず，
事業毎のコストや便益が把握できないことがあげられている。
　その後，毎会計年度「国の財務書類」が公表され，2009年度から「政策
別コスト情報」が開示されている。しかし，現状において「政策別コスト
情報」は予算のPDCAサイクルに活用されていないことも示されている。
政策別コスト情報は長期間に費やされる減価償却費などのコストが配分さ
れたフルコスト情報であり，アウトプットやアウトカムとの対比によって
効率性や有効性の測定が可能となる。中央政府の事業は地方公共団体や産
業界に対して資源配分のみをおこなうものも多いことから限界があるもの
の，これらのフルコスト情報とアウトプットやアウトカムを活用すること
で行政評価等に活用することが期待されている。また，効率的に資源配分
がおこなわれたかどうかを示すため，中央政府から交付された資金につい
て国民が享受されるまでの間接経費情報を提供してはどうかという議論も
ある (財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会 2015)。
　公会計制度改革の動きは，中央政府だけでなく，地方公共団体において
も同様の課題意識から進められている。地方公共団体においても中央政府
10　予算は国会の議決が必要とされ (憲法第83条 )，毎会計年度の予算の作成と国会へ
の提出が義務付けられている (憲法第85条，第86条 )。
20
横浜市立大学論叢社会科学系列　2017年度：Vol.69 No.3
と同様に予算決算制度によって財政運営されているが，2014年には「今後
の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」が公表され，2017年度から
の統一的な基準に依る財務書類の公表が義務付けられた11。それまでも総
務省改訂モデルや基準モデルなどの複数モデルによる財務書類の作成がお
こなわれていたが，統一基準では固定資産台帳の作成が義務付けられてお
り，資産管理の適正化に焦点がおかれている (地方公会計の活用の促進に
関する研究会 2018)。政策別や事業別の行政コストの作成と運用について
は，人口一人当たりの行政コストの算定による施設統廃合の事例などが紹
介されているが，具体的な運用については今後の課題といえるであろう。
３．２　サービスコストと成果による効率性の測定
　財務書類では長期的に配分された減価償却費や退職給付引当金なども含
まれる行政コスト計算書が作成されるが，政策別あるいは事業別に計算書
を作成することによって，アウトプットやアウトカムとの対比が可能とな
る。一般に，アウトプットあるいはアウトカムなどの成果に対してどの程
度インプットを費やしたのか，これを除することで，効率性を算定するこ
とが可能である。この効率性が高ければ高いほど，効率的な財政運営がな
されたことになる。
　米国の地方政府ではサービス努力と成果に関する報告書 (service efforts 
and accomplishments statement: SEA報告書 ) が報告されている12。SEA
報告書はインプットとしての公会計情報に加えて，対応する成果情報が開
示される。アウトプットとは提供されたサービスや生産単位，アウトカム
とはサービスの質的結果を含む結果や成果，そしてインパクトは事業によ
る変化を示すものである13。アウトカムは効果の発動の期間によって，短
11　地方政府の予算決算制度は地方自治法および地方財政法に規定がある。中央政府と
同様に，予算および決算を議会に提出し，議決を得ることが必要である。
12　政府会計基準審議会 (Government Accounting Standards Board: GASB) によって
サービス成果に関するコンセプトが提示されている (GASB 1994)。
13　インプットからアウトカム，インパクトまでのロジックモデルは論者によって若干
定義が異なる。松尾 (2010) は複数の著者によるロジックモデルの定義を要約している。
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期・中期・長期に区分されることがある (Poister 2003)。そして，インプッ
トからアウトカム，そしてインパクトまでのロジックモデルによる政策の
可視化は，経済性 (economy)，効率性 (efficiency)，有効性 (effectiveness) 
を示す 3 Eの観点，あるいはVFM (value for money) の観点から業績を
検証するうえでもきわめて重要である14。成果情報は，行政評価や業績監
査などで活用され，国民や市民に対する説明責任を向上させるものであ
る15。
　しかし，政策のロジックモデルについては，アウトプットやアウトカム，
インパクトに関する指標の設定について具体的に何をあげるかが課題とな
る。アウトプットやアウトカムはサービスを享受した市民の数や満足度で
示されるかもしれないが，インパクトの測定は何を指標にすべきであるの
か判断することは難しい。
　たとえば，OECD (2017) はGDPだけではなく，幸福度や暮らしの質を
独自に指標化し，調査している。そこでは，幸福度指標として，主観的幸福，
所得と富，雇用と収入，住宅，ワークライフバランス，教育と技能，社会
とのつながり，市民生活とガバナンス，環境の質，個人の安全をあげる。
また，Steglitz et al. (2014) は経済成果と社会発展の指標開発委員会報告
書において，GDPに代わる富と社会発展の指標として，物質的生活水準，
健康，教育，個人の社会活動，政治的発言力と統治，社会的つながりと関
係性，環境，経済的・物理的な安定の項目をあげている。
　これらは少なからずわが国の政策目標と関連していると考えられる。し
たがって，インパクト指標はこれらの項目と関連する指標をあげ，事業に
よってどの程度変化したのかについてとらえることが適切であるが，政策
を立案した段階で何らかの目標が設定されていない場合，評価することは
困難である。
14　 3 EやVFMなどの業績監査については石川 (2011) が詳述している。
15　米国だけでなく，たとえば豪州もEvaluation Tool Boxによって，各自治体におい
てロジックモデルを作ることを促している。
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４ ．EBPMの課題と新たな可能性の考察
４．１　ロジックモデルとインパクト評価の接続に関する課題
　わが国におけるEBPMの審議状況を概観すると，主に統計関係の整備
と行政評価の発展の文脈があるように思われる。統計関係の整備では，統
計改革推進会議 (2017) に端を発し，EBPM推進体制の整備と統計改善を
一体的に進め，その基盤となる統計システムや統計行政のあり方を見直す
作業が進められている。一方，行政評価を発展させる文脈では行政改革の
一環としてEBPMをとらえている。行政評価では施策を論理的に立案す
るためにインプットからアウトカム，インパクトまでのロジックモデルを
重視し，施策の概念化や設計上の問題点の発見，資源配分に影響を与える
ことを重視している。この点ではEBPMに一致している。
　しかし，ロジックモデルにおけるアウトカムは状態 (level) を示す場合
が多く，必ずしも政策による変化，すなわちインパクト評価を含むもので
図表 2  ロジックモデルとEBPMの接続
(出所 ) 筆者作成。
施策（プログラム）Aのロジックモデル
施策（プログラム）Bのロジックモデル
施策（プログラム）Cのロジックモデル
インプット プロセス アウトプット アウトカム
インプット プロセス アウトプット アウトカム
インプット プロセス アウトプット アウトカム
政策
イ
ン
パ
ク
ト
政
策
目
標
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はない。また，あくまで施策レベルの論理的な構造，因果関係の想定を構
築することが目標であるため，政策レベルや事業レベルにおける目標ごと
のインプットからアウトカムまでの対応関係が課題となる。
　EBPMは施策レベルではなく政策の選択に資するためにインパクト評
価をおこなうことに注力される。また，インプットやプロセス，アウトプット，
アウトカムの指標化はインパクト評価よりも重要性が低くとらえられてい
る。EBPMはモデル事業によって効果を測定し，得られたエビデンスか
ら政策の選択に反映させるという点が重視されると考えられよう。これら
の点で，インプットからアウトカムまでの論理的な構造を重視するロジッ
クモデルとインパクト評価を重視するEBPMはある部分では同じであり，
他の部分では異なるものであるといえる。
　ただし，EBPMとロジックモデルをつなげて理解することは意義ある
ことである。図表 2 にあるように，効率的に予算要求するにあたってはロ
ジックモデルが必要であり，EBPMにおけるインパクトだけでは予算要
求に必要な情報として不足すると考えられる。とりわけ予算要求にあたっ
てどれだけのコストが必要であるのか，歳出予算に関する情報が必要であ
り，どの程度のアウトプットが期待できるのかも予算要求のなかで重要な
情報源となる。インパクトを最終的な成果見込みと位置づけ，そこに到達
するまでの論理的な構造をロジックモデルとして予算要求時に示すことは
有用であるだろう16。
　加えて，政策レベルから定量的な政策目標を立てることなくしては，施
策レベルのロジックモデルを構築することが困難である。ロジックモデル
は施策や事業ごとに構築するが，その最終目標をEBPMにおける政策目
標とインパクトと共通化することによって，ロジックモデルとEBPMを
接続させることが可能となる。この場合，代替的な政策との比較を可能と
16　予算要求時に当該改案のアウトカムやインパクトの目標値を示すことは特に重要で
ある。EBPMと予算編成は, 参加型予算ゲームとしてもとらえることができ（黒木・広瀬・
本川2017）, 私的情報をもつ部局の行政官は予算査定に対して不利な情報を秘匿するイ
ンセンティブをもつためである。
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する新規事業に対するエビデンスと，施策や事業が定量的な政策目標に貢
献しているか否かを確認する既存事業のためのエビデンスの 2 つのタイプ
が必要となる。
４．２　EBPMにおける公会計情報の活用の可能性
　公会計情報はサービスコストとアウトカムの対応関係を効率性という尺
度で測定することを重視している。これはEBPMにおいても活用できる。
EBPMは政策効果が高いことが予測される政策を用いて目標到達のため
にはどの程度の予算額が必要であるのかの審議と合わせておこなう必要が
あるためであり，投入した予算とインパクト評価の対応関係を確認しなけ
ればならない。
　しかし，現実的には現金主義の予算とインパクト評価が必ずしも期間対
応しない場合がある。予算が投下された期間とインパクトが表出する期間
が異なることを考慮する必要性があるためである。インパクト指標として
とらえる事前・事後の変化分は当期に生じたものであるとした場合，それ
に対応するインプットとしての現金主義における歳出予算は数年間の政策
の一環のうちの一部である場合がある。すなわち，当該政策で改善したい
指標に影響を与えるすべての施策・事業における長期的なキャッシュアウ
トフローを算定し，そのなかで当期に費消されたサービスコストと当期に
期待される成果を期間対応させ，政策ごとに比較することが望ましいであ
ろう。
　たとえば，図表 3 は 4 年間の歳出が必要な政策を示している。現金主義
による歳出額は 1 年目にもっとも大きく，4 年目に小さくなること，また，
歳出には人件費を含み，最終年度に退職する者が複数人存在することを想
定する。一方，政策実施による成果は毎年生じることとし，これを短期的
成果としてとらえる。また， 1 年以上歳出予算を拠出するあいだの成果を
中期的成果，予算を拠出したあとで表出する成果を長期的成果とする。こ
の場合， 1 年目と 4 年目で相対的に大きな歳出予算が必要になり，短期的
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成果と歳出額は期間対応していないことになる。減価償却費や退職給与引
当金などのコスト部分の会計発生高を含むサービスコストのほうが短期的
成果と適切に期間対応している。
　このように，短期的成果や中期的成果，さらには長期的成果をインパク
ト指標として観察する場合，予算情報よりも発生主義に依るサービスコス
ト，とりわけ政策別サービスコストとの対比が優れている。インパクトの
測定の対象が施策あるいは事業単位で異なるのであるならば，施策別ある
いは事業別にサービスコストと対応させていくことも有用である。EBPM
の推進は，期間を超えた政策自体のキャッシュアウトフローを積算する必
要性や，政策別サービスコスト情報の有用性を公会計研究に示唆している。
図表 3 　コストと成果の対応
(出所 ) Kuroki, Hirose, and Motokawa (2018)を参考に筆者作成。
短期的成果
長期的成果
中期的成果
会計期間の歳出
＋コスト会計発生高
【政策のアウトカムあるいはインパクト】
【サービスコスト】
政策に拠出する
歳出総額
t期 t+1期 t+2期 t+3期 t+4期以降
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５ ．おわりに
　本稿の目的は，公会計研究の観点からEBPMの課題と新たな可能性に
ついて論考することであった。EBPMの背景には財政悪化というわが国
や諸外国で共通した問題意識があり，EBPMは効率的な資源配分や国民・
市民への説明責任の向上をめざして実施されるものである。本稿で指摘し
た課題と新たな可能性は以下のとおりである。
　第 1 に，政策選択に資するためのエビデンスの実効性と測定可能性に関
する課題をあげた。現実的には政策レベルまでの予測を可能とするエビデ
ンスを得ることは難しいが，施策や事業において因果推論を可能とするエ
ビデンスを用いることは有用であることを指摘した。具体的には，エビデ
ンス・レベルが低い場合であっても，政治家や政策実務者，政策にかかわ
る研究者の勘と経験以上のエビデンスである場合は考慮すべきことを示唆
した。その場合，定量的な政策目標を明確に設定する必要性を指摘した。
　第 2 に，行政評価の文脈からのロジックモデルとEBPMは共通点があ
るものの重視する事柄は論理的なつながりか政策のインパクトかで異なる
ものである。しかし，政策立案は具体的に予算要求から決定までの予算編
成のなかでおこなわれるため，インプットからアウトカム，そしてインパ
クトまでを確認し，効率性を示すことはEBPMを実現するうえで重要で
ある。ロジックモデルとEBMPを組み合わせ，効率的な資源配分が達成
されることが期待される。
　最後に，ロジックモデルとEBPMを組み合わせて予算編成までを考察
する場合，公会計情報の文脈から，政策別サービスコストと成果に関する
期間対応の問題があることを指摘した。すなわち，定量的な政策目標を達
成するために費やされるすべてのキャッシュアウトフローから期間に配分
されたサービスコストを算定し，適切な成果を対比させることが必要であ
る。コストをどの程度費やせばどの程度の成果をあげることができるのか
考察することが可能となり，将来と現在のコストを加味したうえで現金主
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義の予算編成をおこなうことができよう。
　これまで公会計情報とEBPMについて論考してきたが，わが国では
EBPMに関するケースを構築し，EBPMの妥当性を検証することが喫緊
の課題である。具体的には，政策の選択に資する明確なエビデンスと公会
計情報の関係について具体的なケース・スタディをおこなうこと，EBPM
の実効性と測定可能性による予算編成へのインパクトを検証すること，公
会計情報と関連させたEBPMに対してエビデンスを得ることが今後の課
題である。
謝辞：本稿は横浜市立大学第 3 期戦略的研究推進事業「研究開発プロジェ
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